
総務省 サテライトオフィスを推進 国交省 土地に係る固定資産税の
負担調整措置等を延長
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住宅ローン減税 13年間特例
コロナで適用要件の弾力化
土地建物をまとめて売買
地裁 価額按分に「待った」
非課税となる住宅の貸付け
その範囲と実質判定に注目
みなし相続の特例措置
適用を受けるための留意点
大家さん専門の税理士
アパート経営の再建で手腕
基準地価 コロナの影響で…
上昇基調に急ブレーキ
激甚化する自然災害等
中小企業はどう備えるか？

12020年・秋号　

　経済産業省では「新たな日常」

に向けた不可逆的なビジネスモ

デル変革を実現させるための改

正案を盛り込んだ。特に、コロナ

禍では企業が研究開発への投資

を躊躇することが考えられるた

め、研究開発税制の控除上限を

法人税額の最大50％まで引き上

げるとともに、クラウドサービス

を活用したソフトウェア開発を税

制対象に加えることを求めた。

　また、社会のデジタル化対応

の遅れなど、コロナ禍により顕在

化した課題を踏まえ、企業の大

胆なビジネスモデルの変革（事

業再構築・再編など）が不可欠と

し、こうした経営改革を前提に、

①コロナ禍による厳しい経営状

況からのＶ字回復の実現と、②ビ

ジネスモデルの変革に資するＤ

Ｘ投資の促進に対する租税特別

措置、例えば投資への特別償却・

税額控除や繰越欠損金の控除上

限の引上げなどを要望した。

　さらに、機動的な事業再構築

を促すため、株式を対価としたＭ

＆Ａにおける被買収会社株主の

株式譲渡益への課税繰延措置を

講じるべきとした。その際、事前

認定を不要とするなど、実効的か

つ恒久的な制度とすることを求

めた。エコカー減税や環境性能

割の延長・見直しも要望してお

り、特にコロナ禍で悪影響を受け

ている自動車産業の厳しい現状

に鑑み、自動車取得時の税負担

の軽減などを図ることも掲げて

いる。

　そのほか、経済産業省では、コ

ロナ禍から立ち上がる中小企業

の成長支援・地域経済の活性化

として、中小企業の積極的な設

備投資、経営基盤強化、研究開

発、所得拡大を支援する。具体的

には、中小企業の生産性向上やＤ

Ｘに資する設備投資を後押しす

るため、中小企業経営強化税制

（即時償却または税額控除

10％）の延長のほか、併せて中

小企業投資促進税制および商

業・サービス業・農林水産業活性

化税制（いずれも特別償却30％

または税額控除７％）の延長を求

めた。

　また、中小企業軽減税率（法人

税を所得800万円まで、19％から

15％に軽減）の延長、中小企業

技術基盤強化税制の拡充、中小

企業向け所得拡大促進税制の制

度見直しと延長を要望。地域経

済を牽引する企業の成長を促進

するとともに、サプライチェーン

強靭化の視点も踏まえ、設備投

資に対する措置を延長・拡充し、

地域の成長発展の基盤を強化す

ることも求めた。

　菅義偉内閣が推し進めるデジ

タル化を促す要望も盛り込まれ

た。年内の国際合意やその先の

国内法化では、欧米の動向なども

踏まえて日本経済（アジア製造業

など）の過度な負担増を回避し

つつ、デジタル経済化を見据え

た日本企業の競争力強化策を併

せて検討することを求めた。税務

面においても、電子帳簿保存法

に係る要件や、押印規定の見直

しなどについて、現場実態に即し

た形で柔軟に緩和することを要

望した。

　新型コロナの感染防止に向け

てテレワークを導入する企業が

増えているが、総務省では、「地

方において新たな生活様式の普

及・定着を推進し、就労の維持や

事業継続性の確保等を実現させ

るためには、さらなる過密の助長

を避ける必要のある東京都特別

区や大阪市を除く地域における

民間のサテライトオフィスに対す

る投資を促す必要があり、サテラ

イトオフィスの整備には多額の初

期投資負担が必要となるため、

税制措置の導入により設備投資

のインセンティブを付与して、サ

テライトオフィスの全国的な普及

を促していくことが必要」として

いる。

　そこで、令和３年度税制改正要

望の中で、総務大臣の計画認定

を受けて一定のセキュリティ水準

を確保したサテライトオフィスの

整備を行う企業が、サテライトオ

フィスの整備に際して取得した

設備に関し、①法人住民税および

事業税ならびに②固定資産税の

減免措置を行うことを求めた。法

人税については、対象設備の取

得価額の30％の特別償却または

５％の税額控除を認め、固定資産

税は取得後３年度分、課税標準を

２分の１とするという内容だ。

　対象設備は、計画に従って東

京都特別区および大阪市を除く

地域において取得した専ら他人

の用に供するサテライトオフィス

整備に係る設備で、LAN設備

（ルータ、スイッチ、 Wi Fi ルー

タ、ファイアウォール、 VPN 装

置、ネットワーク監視装置、回線

設備）、サーバ、セキュリティカ

メラ設備、複合機、電気設備、附

帯設備となっている。適用期間

は、令和３年４月１日から令和５

年３月31 日までの２年間。

　国土交通省でも、ウィズコロ

ナ・ポストコロナ時代の活力ある

日本経済の実現に向けた税制改

正を要望している。

　近年、商業地の地価が上昇し

ている中で、３年に１度の固定資

産税評価替えにより、地価上昇

地点においては税負担額が増加

することになるが、新型コロナの

影響により事業者の体力が低下

している状況が見られる中、固定

資産税の負担増は収束後の経済

の力強い回復の支障となるおそ

れがある。

　そこで、国土交通省では、３年

に一度の固定資産評価替えによ

る、地価上昇地点における税負

担の上昇が緩やかなものになる

よう、上昇幅を一定範囲に抑える

などの負担調整措置等を３年間

（令和３年4月１日～令和６年3

月31日）延長することを要望す

るとともに、経済状況に応じて所

要の措置を講じることも求めた。

　さらに、人やモノの移動を支え

る交通運輸産業や、人の移動を

前提とする観光業は、感染拡大

防止のために移動が制約された

ことで大きな打撃を受けた。緊急

経済対策によって納税の猶予制

度の特例が講じられたが、来年

度は今年度猶予分と合わせて追

加の支払いが発生するため、税

制支援措置を活用した資金繰り

対策に資する所要の措置を要望

した。

　令和３年度税制改正に向けた議論の行方に注目が集まっている。各省庁の要望を見ると、
ウィズコロナ・ポストコロナ時代を踏まえた内容が目立っており、「新たな日常」に向けてコロナ
禍から立ち上がろうとする中小企業を税制面からバックアップしていく構えだ。

令和３年度税制改正要望

企業の大胆な変革に税制措置



トピックス2 2020年・秋号

　全国税理士共栄会（秋場良司会

長）による「全国統一キャンペー

ン」が今年も9月から始まりまし

た。このキャンペーンは、各地の

税理士協同組合と提携保険会社

の協力を得て、全国税理士共栄会

の事業の中でも柱となっている

『VIP大型総合保障制度』と『全
税共年金』の推進を図ることで、

税理士の関与先中小事業者の暮

らしと事業の発展を応援するため

に行われています。毎年９月から

11月にかけて開催され、今年は第

35回記念として行われていま

す。

　全国税理士共栄会の『VIP大型
総合保障制度』は、充実したプラ

ンにより、円滑な事業承継の実現

や相続税対策、退職金の準備や従

業員の福祉制度の充実化などの

お役に立っています。

　プランのひとつ「経営者大型保

険（集団扱定期保険）」は、掛捨

の割安な保険料で入院や手術を

含む総合的な保障をする保険で

す。経営者に万一のことがあった

とき、大型の保障で企業を守りま

す。次に、「経営者保険総合プラ

ン」は、働きざかりの経営者等の

生涯保障や役員・幹部社員の退職

金準備等に活用できるよう、終身

保険、養老保険など多彩な商品を

用意しています。

　このほか、ガンなどの生活習慣

病保障に重点をおいた保険や高

度先進医療保険、介護保険など

様々なニーズに応える医療保険全

般が揃った「経営者スーパープラ

ン」、突然の病気やケガで就業で

きなくなったときの収入を補償す

る「団体所得補償保険」「団体長

期障害所得補償保険」、入院１日

目から補償、日帰り入院も補償す

る「新・団体医療保険」により中

小事業者を総合的にバックアップ

しています。

　『全税共年金』は、月々１万円

から将来の備えができる独自の拠

出型企業年金保険です。生活設計

に合わせて掛金を自由に設定でき

るため、無理なく無駄なく積み立

てることができます。月払い（１

口５千円で２口以上40口まで）と

一括払い（１口10万円以上で400

口まで。ただし、１回の加入につ

き200口まで（任意）。一括払の

みの加入はできません）を上手く

組合せることで、より計画的な資

産形成をすることが可能です。

　毎年、「全国統一キャンペー

ン」を通じて多くの関与先関係者

が、円滑な事業承継や相続税対

策、安心して医療が受けられる備

え、退職金の準備、公的年金の補

完などを実現させています。な

お、全国税理士共栄会は各地の税

理士協同組合と協力して、「関与

先紹介カード」による関与先紹介

運動を進めています。

全国税理士共栄会
関与先の永続的繁栄と税理士業界の発展を目指し

今号の推薦図書はこちら！日税ジャーナル

平均給与436万円で
７年ぶり減少

第35回
記念

　国税庁が公表した「令和元年分

民間給与実態統計調査結果」によ

ると、１年を通じて勤務した給与

所得者数は5255万人（対前年比

4.6％増）、平均給与は436万円
（同1.0％減）で昨年より４万３千
円少なく、７年ぶりにマイナスと

なった。

　男女別では、男性が540万円で

昨年より５万３千円減少。女性は

296万円で昨年より２万４千円の

増加となった。正規、非正規の平

均給与は、正規が昨年より１千円

マイナスの503万円、非正規は４

万４千円少ない175万円だった。

　業種別でみると、最も高いのが

「電気・ガス・熱供給・水道業」

の824万円で、「金融業、保険

業」627万円、「情報通信業」

598万円と続く。一方、最も低い

のは「宿泊業、飲食サービス業」

の259万円で、次いで「農林水

産・鉱業」296万円、「サービス

業」359万円となった。

　なお、１年を通じて勤務した給

与所得者5255万人のうち、源泉

徴収により所得税を納税している

者は4460万人で、その割合は

84.9％だった。また、その税額は
10兆7737億円（同2.1％増）で、
給与総額に占める税額の割合は

5.04％となっている。

　消費税率の引上げにともない、

所定の条件を満たすことで住宅

ローン控除の利用期間が最長10

年間から13年間に延長された。対

象は今年12月までの入居者とさ

れているが、新型コロナウイルス

の影響により、工事の遅延などで

年内に入居できないことも考えら

れることから、適用要件の弾力化

の措置が講じられている。

　具体的には、住宅ローン減税の

控除期間13年間の特例措置につい

て、次の両方の要件を満たした上

で、令和３年12月31日までに入居

すれば、特例措置の対象となる。

①一定の期日までに契約が行われ

ていること（注文住宅を新築する

場合：令和２年９月末、分譲住宅・

既存住宅を取得する場合、増改築

などをする場合：令和２年11月

末）。②新型コロナウイルス感染症

およびまん延防止のための措置の

影響により、注文住宅、分譲住宅、

既存住宅または増改築等を行った

住宅への入居が遅れたこと。

　なお、契約の時期を確認する書

類として請負契約書の写しや売買

契約書の写しなど、また、入居が

遅れたことを証する書類として

「入居時期に関する申告書兼証明

書」を作成し、確定申告時に所轄

の税務署へ提出する必要がある。

令和元年分の民間給与実態統計調査

新型コロナで
適用要件の弾力化

住宅ローン減税 13年間の特例
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　土地建物を「まとめていくら」

で契約して売買が行われること

がある。その際、建物が古くてそ

れほど価値がなくても、買主側

が減価償却費を多く計上するた

め、建物の金額が高くなるよう

に操作するケースが見られる

が、こうした動きに税務当局が

「待った」をかけたことで争われ

ていた裁判の判決が、大阪地裁

であった（令和2年3月12日）。

　問題になった契約は、原告で

ある不動産会社が平成27年８月

に2階建て商業用、建築後33年

経った建物を借地権付で2億

7500万円で譲り受けるというも

のだ。事実上の内訳は、路線価か

ら算出した借地権価額が5600万

円、購入代金から借地権価額を

引いた2億1900万円（消費税等

約1622万円）が建物の金額だ。

　建物は古いが立地が良かった

ので、買主の不動産会社は高い

収益性を建物価額に反映させて

おり、建物の税抜き価額をもと

に精算分の固定資産税と仲介手

数料を借地権と建物の価額比で

按分し、建物の取得価額を約２

億426万円と計算。これをベース

に減価償却費の計算をして法人

税の申告を行った。

　しかし、大阪局管内の税務署

は、ちょうど平成27年が固定資

産税評価額の評価替えの年だっ

たこともあり、土地（借地権割合

を考慮）・建物の固定資産税評

価額の比で代金を按分。この按

分比で精算固定資産税・仲介料

も按分し合算することで建物の

取得価額を約2814万円と算出。

原告の不動産会社による高額な

建物の取得価額から計算された

減価償却費を否認し、更正処分

等をしたことから最終的に法廷

闘争となった。

　大阪地裁は、主な争点のひと

つである「本来の建物の対価は

税務署が示した金額になるか」

について、まず、次のように指摘

した。

　「法人税法施行令54条１項１

号は購入した減価償却資産の取

得価額を、「当該資産の購入の代

価（中略）その他当該資産の購入

のために要した費用がある場合

には、その費用の額を加算した

金額）」（同号イ）と「当該資産

を事業の用に供するために直接

要した費用の額」（同号ロ）の合

計額とする旨規定している」。

　その上で、大阪地裁は法人税

の所得金額を規定した法人税法

22条も合わせて解釈し、「代金

額が当該減価償却資産の適正な

価額と比較して著しく不合理な

ものである場合にまで「当該資

産の購入の代価」に当たると解

するのは相当ではない」と説示。

「原則として当該売買契約にお

いて定められた代金額がこれに

当たると考えられるものの土地

（又は借地権）と建物が一括し

て売買される場合において、そ

の売買契約において定められた

土地（又は借地権）と建物それ

ぞれの価額がその客観的な価値

と比較して著しく不合理なもの

であるといった事情があるとき

には、合理的な基準により算定

される合理的な価額をいうと解

するのが相当」とした。

　そして、「土地（借地権）の固

定資産税評価額と建物の固定資

産税評価額の比からすると、原告

の建物価額は、借地権の経済的価

値を不当に過剰に転嫁したもの

だから、その建物に収益性に係る

経済的価値が帰属するとしても

客観的価値に比べ著しく高額で

ある」などとして、原告の建物の

取得価額は「客観的な価値と比較

して著しく不合理なもの」と判

断。税務署の固定資産税評価額の

価額比を基に土地建物の価額を

按分する方法に合理性を認め、更

正処分等を支持している。

　新型コロナウイルス感染症の

影響によって事業収入が減少し

ている中小企業・小規模事業者

は少なくない。こうした企業の税

負担を軽減するため、事業者の

令和３年度（2021年度）の固定

資産税および都市計画税の減免

措置が行われる。

　具体的には、一定の要件を満

たす中小企業・小規模事業者

（個人事業主も含む）で、令和２

年2月～10月までの任意の連続す

る3カ月間の事業収入の対前年同

期比減少率が50％以上の場合は

全額免除、30％以上50％未満の

場合は２分の１に軽減される。

　対象となる税金は、設備等の

償却資産および事業用資産に対

する令和3年度分の固定資産税、

事業用家屋に対する令和３年度

分の都市計画税。事業用であっ

ても土地については軽減の対象

外となる。

　軽減措置を受けるためには、

認定経営革新等支援機関や帳簿

の記載事項を確認する能力があ

る税理士や公認会計士などから

①中小事業者であること、②事

業収入の減少、③特例対象家屋

の居住用・事業用割合について

確認書を発行してもらい、各市

町村に申請書類を提出する必要

がある。

　なお、令和2年度分は軽減され

ないので注意したい。

税金紛争 土地建物「まとめていくら」で売買
償却費増を狙った価額按分を否認

　相続が発生すると、相続人に

とって想像以上に大変なのが「遺

品整理」だ。遺族が高齢の場合

や、被相続人が遠方に住んでい

た場合などは、遺品整理に多くの

時間を取られるだろう。

　こうした中、外部の遺品整理

サービスを利用するケースが増

えている。遺品整理を中心に「お

かたづけ事業」を展開する株式

会社リリーフ(兵庫・西宮市、代

表取締役社長＝赤澤健一氏)もそ

のひとつ。

　リリーフ社には年間2000件を

超える片づけの依頼が寄せられ

ているが、同社が選ばれる理由

は、仕事の丁寧さにある。遺品整

理では依頼人の立会いのもと、

遺品をひとつずつ丁寧に確認し

ながら仕分けや整理作業を進め

ている。また、ハウスクリーニン

グや消臭・消毒、仏壇の供養・処

分、遺品の買取りなどもワンス

トップで対応。さらに、リリーフ

社は一般・産業廃棄物処理事業

を柱とするホールディング会社

の子会社のため、プロに安心して

荷物の処分を任せることができ

る。

　リリーフ社は500社を超える会

社と提携しているが、そのうち約

100社は士業だ。「中でも相続案

件に携わっている税理士先生か

らのご紹介で、お客様の遺品整

理を依頼されるケースが増えて

います」（リリーフ社）。

　特に、関東の相談件数が急増

しており、今年７月から3か月間

の相談件数は1195件で、昨年の

345件の3倍以上となっている。

そこで、リリーフ社では関東エリ

アの遺品整理サービスを充実さ

せるため、現在、フランチャイズ

化に力を入れているところだ。

　同社のフランチャイズの特徴

は、①新たに店舗を構える必要

はなく、自宅での開業が可能、②

本部に見積依頼があった案件を

毎月紹介する制度がある、③ス

タッフの手配が必要な場合もあ

るが、１人でも開業することが可

能――といった点がある。

　「相続などに関連する業務の

ため、景気に左右されにくいのが

特徴です。新規事業や事業転換

として、税理士先生の関与先に

遺品整理サービスをご紹介いた

だけたら嬉しいですね」（同）。

税理士も注目する『遺品整理サービス』
関東の相談件数は昨年の３倍以上

㈱リリーフ　TEL：0120-112-089 
※日税グループの日税不動産情報センターからリリーフ社へ
　ご紹介することもできますので、お気軽にお声がけください。
㈱日税不動産情報センター TEL：03-3346-2220

遺品整理や関東エリアのフランチャイズに関するお問い合わせ先

                 事業収入の減少率に応じて
21年度の固資税などを減免
新型コロナ



消費税の落とし穴はココだ！！ココだ！！

・転借人（個人）が物件を事務所などの用途に使用していることを賃貸人が把握していない 
場合→非課税
・転借人が物件を事業用に使用することを賃貸人が把握(承諾)している場合→課税

・転借人（個人）が物件を事務所などの用途に使用していることを賃借人が把握していない
場合→非課税
・転借人が物件を事業用に使用することを賃借人が把握(承諾)している場合→課税

賃貸

転貸

住宅としての契約×

住宅としての契約×
賃貸人 賃借人 転借人(入居者)　

税務当局のデータから見る
最近の相続税調査の動向
課税価格1億円未満クラスの調査件数が増加

非課税となる住宅の貸付け
その範囲と実質判定の疑問点

　旧法では、住宅の貸付
けについて、人の居住の
用に供することが契約で

明らかにされているものに限り、
非課税としていましたが、改正に
より、貸付けの用途が契約により
明らかにされていない場合で
あっても、賃借人や住宅の状況な
どからみて人の居住の用に供さ
れていることが明らかな場合も
非課税とすることにしました（改
消法別表第1十三）。
　非課税となる住宅の貸付けに
ついて、改正法通達では次の１～
３のような例示を示しています
（消基通6－13－11）。

１．通常の賃貸借契約
　賃貸人と賃借人との契約にお
いて物件の用途が明らかにされ
ておらず、賃借人（個人）が物件
を事業用に使用していることを
賃貸人が把握していない場合に
は、その物件の貸付けは非課税
となります。ただし、契約書で物
件の用途が明らかにされていな
い場合であっても、賃借人が物件

を事業用に使用することを賃貸
人が把握(承諾)している場合に
は、単に事実を書面にしていな
いというだけのことであり、その
事実に基づき、課税されるものと
思われます。

２．サブリース契約（その１）
　サブリース契約において、賃貸
人と賃借人との契約においては
物件の用途が明らかにされてい
ないものの、賃借人と転借人(入
居者)との間で住宅用としての契
約がされている場合には、入居
者が住宅として使用することが
明らかなので、賃借人から転借人
(入居者)への転貸だけでなく、賃
貸人から賃借人への賃貸につい
ても非課税となります。

３．サブリース契約（その２）
　サブリース契約において、賃貸
人と賃借人との契約においては
物件の用途が明らかにされてお
らず、賃借人と転借人(入居者)と
の間でも物件の用途が明らかに
されていない場合において、転
借人（個人）が物件を事務所など
の用途に使用していることを賃
貸人が把握していない場合に
は、その物件の貸付けは非課税
となります。したがって、契約書
で物件の用途が明らかにされて

　A

熊王税理士の
ワンポイント講座
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いない場合であっても、転借人が
物件を事業用に使用することを
賃貸人が把握(承諾)している場合
には、その事実に基づき、課税さ
れるものと思われます。

４．改正消費税法基本通達の疑問点
　サブリース契約の場合には、入
居者の増減に関わらず、賃貸人と
賃借人との間で定額の家賃を取
り決めるケースが多いように思わ
れます。このような状況下におい
て、賃貸人は、入居者の使用状況
を把握することなど現実問題と
してできるのでしょうか？
　また、集合住宅をサブリースす
る場合において、事業用の貸室と
居住用の貸室を区分して賃料を
取り決めたとしても、その後に新
たな入居者が決まったり退室が
あった場合には、その都度賃貸人
と賃借人との間で一括賃貸料を

熊王  征秀
税理士
昭和59年学校法人大
原学園に税理士科物
品税法の講師として
入社し、在職中に酒税

法、消費税法の講座を創設。平成４年同
校を退職し、会計事務所勤務。平成６年
税理士登録。平成９年独立開業。東京税
理士会会員相談室委員、東京税理士会
調査研究部委員、日本税務会計学会委
員、大原大学院大学教授ほか。消費税関
連の書籍も多数執筆。

くまおう   まさひで　令和２年度改正によ
り、非課税となる住宅の
貸付けの範囲が変わった

そうですが、この改正の内容に
ついて説明して下さい。

Q

変更する必要があるのでしょう
か？
　入居者が法人の場合には、法
人が事務所として利用する場合
のほかに、社宅として利用する場
合が想定されますが、賃貸人は、
その利用状況をいちいち把握す
る必要があるのでしょうか…改正
消費税法基本通達の執行に無理
があるように思えてなりません。

　最近、課税価格１億円未満のク
ラスに対する相続税の税務調査
が増えていることが分かった。
　平成30事務年度の資産税事務
処理状況表（平成30年7月1日～
令和元年6月30日）によると、全
国の相続税の調査件数は1万
2463件で、前年度と比べて0.9％
減少している。しかし、全体とし
ては減少しているものの、課税価
格１億円未満クラスに対する調査
は2738件と前年度から8.1％の増
加。特に、5千万円未満クラスで
は233件と件数は少ないが、前年

度と比べて17.7％も増加してい
る。
　これにともない、見つかった申
告漏れの金額（増差課税価格）も
増えており、1億円未満クラスで
は約936億円と前年度から26％
の増加。5千万円未満クラスで
は、約67億円と金額そのものは
少ないが、前年度と比べると
61.8％と大幅に増加している。
　税務調査の日数についても、1
億円未満クラスは1年間で2万
9241日と前年度から11.7％増えて
おり、５千万円未満クラスは2368

日で25 .6％の増加となった。
　見つかった申告漏れ（増差課
税価格）を調査日1日当たりの金
額で見ると、１億円未満クラスは約
320万円。１億円以上（約219万
円）、３億円以上（約144万円）、５
億円以上（約173万円）、７億円以上
（約170万円）と比べると、見つ
かった申告漏れの調査日１日当た
りの金額としては、１億円未満の
クラスが最も高くなっている。つ
まり、課税価格１億円未満は、あ
る意味、税務当局にとって調査効
率の良いクラスになっているとい
うわけだ。
　また、納税者が意図的に財産
を隠すなどして重加算税が課税
されたケースを見ても、1億円未
満のクラスは前年度から39.1％
と大きく増加し、509件に上って
いる。

　相続税の基礎控除引下げにと
もなう課税対象者のすそ野の広
がりを受けて、税務当局でも税務
調査の対象を広げている――そん
な姿勢が今回のデータから垣間
見ることができる。
　一方、相続財産をめぐる争いと
いうと、資産家の問題と思われが
ちだが、司法統計年報によると、
遺産分割事件で争っている金額
の割合としては5000万円以下が
全体の76.3％を占めている。この
ように遺産の多い少ないに関係
なく、相続人が複数いれば、どん
な家庭でも争いが起きる可能性
があるだけに、相続税調査で指
摘されないように適正な申告を
行うのはもちろんのこと、相続を
『争族』にさせない事前対策を
打っておくことも重要といえる。

居住用？ 事業用？
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１．はじめに

　中小企業における経営の承継の円滑化に関

する法律に規定する「中小企業者」に該当

し、かつ同法による都道府県知事の認定を受

けた会社の株式等を、令和9年12月31日まで

に、その会社の代表権を有していた被相続人

(先代経営者）から相続又は遺贈により取得し

た個人が、その先代経営者の後継者として一

定の要件を満たす場合、その後継者が納付す

べき当該株式に係る相続税の納税が、その者

の死亡の日まで猶予されます(措法70条の7の

6第1項）。これを非上場株式に係る相続税の

納税猶予の特例措置（以下「相続税の特例措

置」）といいます。

　相続税の特例措置は、事業承継に際し多額

の相続税負担が見込まれる中小企業経営者に

とって納税資金対策の有力なツールの一つで

すが、その適用が令和9年12月31日までに開

始した相続に限定されるという短所がありま

す。この短所を補い、相続税の特例措置と同

様の効果を確実に得るために、①後継者が先

代経営者から生前に株式を贈与により取得

し、これに係る贈与税の納税猶予の特例措置

（以下「贈与税の特例措置」）の適用を受け

た後、②先代経営者の相続開始時に後述3の

「みなし相続の特例措置」の適用を受ける、

という手法がとられることがあります。以

下、この「みなし相続の特例措置」を活用し

た相続税の納税猶予制度の適用について、そ

の概要と留意点を解説します。

　

2．贈与税の特例措置の概要

　前述１の「中小企業者」に該当し、かつ都

道府県知事の認定を受けた会社の株式を、令

和9年12月31日までに、その会社の代表権を

有していた贈与者(先代経営者）から贈与によ

り取得した個人が、その先代経営者の後継者

（特例経営承継受贈者）として一定の要件を

満たす者（以下単に「後継者」という。）に

当たる場合、その者が納付すべき当該株式に

係る贈与税額の納税が、贈与者の死亡の日ま

で猶予されます(措法70条の7の5第1項）。

　納税猶予税額は、その贈与者の死亡等の事

由が生じた場合には、後継者が一定の手続を

することによりその全部又は一部が免除され

ます(同第11項、措法70条の7第15項）。

　一方、贈与税の納税猶予税額が免除される

時までに一定の事由が生じた場合には、原則

として納税猶予期限の確定（猶予の打切り）

となり、後継者はその事由に応じた各期限ま

でに、納税猶予税額の全部又は一部を利子税

と併せて納付する必要があります(措法70条

の7の5第3項等）。

３．贈与税の特例措置の贈与者が死亡
　　した場合の相続税の取扱い

　後継者が上記の贈与税の特例措置の適用を

受けていた場合に、その納税猶予の打切りの

日またはその後継者の死亡の日以前にその贈

与者が死亡したときは、前述２のとおり納税

猶予とされていた贈与税が免除となります。

その一方で、贈与税の特例措置の適用を受け

たその株式は、後継者が贈与者から相続また

は遺贈により取得したものとみなされ（措法

70条の7の7第1項）、相続税が課税されます。

　ただし、この取扱いにより贈与税の特例措

置の適用を受けた株式につき、相続または遺

贈により取得をしたものとみなされた後継者

は、一定の要件を満たす場合、その贈与者の

死亡に係る相続税の申告書の提出により納付

すべき相続税の額のうち、その株式に係る納

税猶予分の相続税額に相当する相続税につい

ては、その後継者の死亡の日まで納税が猶予

されます（措法70条の7の8第1項）。これを

「みなし相続の特例措置」といいます。

　みなし相続の特例措置の適用について定め

る法令等において、贈与税の特例措置に係る

贈与者の死亡時期の制限規定はありません。

したがって、後継者が贈与税の特例措置の適

用を受けている場合は、その特例措置の贈与

者の相続開始がいつであっても、つまり相続

税の特例措置が期限切れとなる令和10年1月1

日以降であっても、みなし相続の特例措置の

適用を受けることができます。

４．みなし相続の特例措置の適用を受け
　　るための留意点
　

　前述３のとおり、みなし相続の特例措置の適

用を受けることにより、後継者は相続税の特例

措置と同様の納税猶予の適用を受けることが

できます。ただし、みなし相続の特例措置の適

用にあたっては、後継者に関する要件について

注意する必要があります。

　例えば、先代経営者から後継者（１人）が贈

与により株式を取得する場合、その後継者が、

みなし相続の特例措置の適用の前提となる贈

与税の特例措置の適用を受けるためには、そ

の贈与の時において次の三要件を満たす必要

があります（措法70条の7の5第2項6号）。

①代表者要件・・・その個人が、その贈与
の時において対象となる会社の代表者で

あること。

②同族過半数要件・・・その贈与の時にお
いて、その個人およびその者と一定の特

別の関係のある個人や法人（以下「特別

関係者」）の有する、その会社の株式の

議決権の数の合計が、その会社の総議決

権の数の50%超であること

③筆頭議決権数要件・・・その贈与が行わ
れた時において、その個人が有する会社

の株式に係る議決権の数が、その個人の

特別関係者のいずれの者(その時点で、贈

与税又は相続税の特例措置の適用を受け

る個人がいる場合はその人を除く。) の

有する議決権の数以上であること。

　

　後継者は、特例経営贈与承継期間*中に納

税猶予が打切りとならず継続されるために

は、この①～③の要件をすべて満たす必要が

あります（措法70条の7の5第3項、70条の7

第3項）。

＊原則、その株式の贈与に係る贈与税の申告

書の提出期限の翌日から同日以後5年を経過

する日までの期間をいいます（措法70条の7

の5第2項7号）。

　特例経営贈与承継期間の経過後は、上記①

～③の要件は撤廃され（措法70条の7の5第3

項、70条の7第5項）、後継者がこれらの要件

を満たさない場合であっても贈与税の納税猶

予は継続します。

　ただし、贈与税の特例措置に係る贈与者が

死亡し、後継者がその贈与者に係る相続税に

ついて、みなし相続の特例措置の適用を受け

るためには、贈与者の相続開始時点におい

て、後継者は前述①の代表者要件、②の同族

過半数要件及び③の筆頭議決権数要件を満た

す必要があります（措法70条の7の8第2項1

号）。つまり、贈与税の特例措置の適用を受け

るための後継者の要件は、特例経営贈与承継

期間を経過後に緩和され、①～③の要件がな

くなりますが、みなし相続の特例措置の適用

を受けるためには、贈与者の相続開始時点

で、この三要件を満たしておく必要があるわ

けです。贈与者の相続開始の時（瞬間）に、後

継者が①～③の要件のうち１つでも満たさな

い場合には、みなし相続の特例措置の適用が

受けられず、相続税の納税が必要となります

ので、注意が必要です。

「みなし相続の特例措置」を活用した
相続税の納税猶予制度の適用

山崎 信義 氏

　税理士、社会保険労務士、ＣＦＰ®認定者。
　平成５年税理士試験合格、平成13年タクトコンサルティング入社。現在は情報企画
部部長として、相続、譲渡、事業承継から企業組織再編まで、資産税を機軸とした幅
広いコンサルティング業務に携わる。（主な公職）令和元年 中小企業庁「事業引継ぎ
ガイドライン改訂委員会」委員、平成27年～中小企業基盤整備機構「中小企業事業引
継ぎ支援全国本部に係るアドバイザリーボード」委員。

事 業 承 継 税 制



6 2020年・秋号税金裁判

　中古の集合住宅等を居抜きで買って、改装などにより空室をなくしバリューアップして
転売する事業を行う不動産業者の㈱エー・ディー・ワークスが、仕入れでかかった消費税
の還付をめぐり国税当局と争っている事案で、東京地裁は9月3日、不動産業者の主張を
認めて税務当局の更正処分等を取消す異例判決を下した。
　不動産業者が課税仕入れをした時の賃貸住宅の用途は転売のほか、消費税が非課税
となる家賃収入を得るという側面もあるため、仕入れにかかる消費税が全額控除できる
かどうかが争点だった。類似の裁判では国側が勝訴しているが、本件は国税当局が敗訴
したため、これを不服とし控訴している。

東京地裁　

　エー・ディー・ワークス社は、平成27年3

月期から平成29年3月期の課税期間内に、住

宅として一部賃貸されているマンション84棟

を居抜きで購入。消費税の仕入税額控除の計

算では、個別対応方式を採用。この仕入れが

「課税資産の譲渡等のみに要するもの」にあ

たるとして、その消費税の全額を売上に係る

消費税から控除し、１億9000万円弱の還付申

告をした。これが事件の発端である。しかし

税務署が平成30年7月に、居抜きの賃貸住宅

の仕入れに関し、「譲渡資産の譲渡等と、そ

の他の資産の譲渡等に共通して要するもの」

にあたるとして、この仕入れに係る消費税の

一部しか控除することができないとして更正

処分等を行い、還付金ゼロとしたうえ、2億

7000万円強の本税を追加し合計で4億7000

万円弱の納税と、過少申告加算税約7000万円

を賦課した。これにより最終的に法廷闘争に

もつれ込んだ。

ポイントは仕入税額控除の処理

　争点は、居抜きで買った賃貸マンションの

仕入れの用途区分が、個別対応方式の仕入税

額控除の計算上「課税資産の譲渡等のみに要

するもの」となるのか、それとも「譲渡資産

の譲渡等と、その他の資産の譲渡等に共通し

て要するもの」となるのか。

　消費税は、事業者が課税売上等にかかる消

費税から、課税仕入れ等にかかる消費税を控

除して、納める税額または還付する税額を計

算する仕組みとなっている（消費税法30条1

項）。仕入れにかかった消費税は全額控除す

るのが理想的だが、それが可能なのは原則、

課税売上高が5億円以下、課税売上割合が

95％以上のときだ。課税期間中の課税売上高

が5億円超または95％未満である場合には、

課税売上に対応する課税仕入れ等に係る消費

税額を控除する仕組みだ。

　居抜きの賃貸住宅を仕入れた場合、「住宅

の貸付に伴う家賃」という消費税が非課税の

売上もある。このように課税売上と非課税売

上がある場合には、消費税法30条2項に従

い、「控除すべき税額」を制限付きで計算す

ることになる。

　具体的には、課税資産の譲渡等にのみ要す

る課税仕入れ等の税額の合計額に、課税資産

の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して

要する課税仕入れ等の税額の合計額に課税売

上割合を乗じて計算した金額を加算する「個

別対応方式」による計算だ。

　したがって、用途区分の判定が、仕入れた

賃貸マンションに係る消費税の全額の仕入税

額控除の可否のポイントになってくる。

原告の請求を認容した理由

　東京地裁は、まず消費税の仕入税額控除の

制度趣旨について、消費税がほとんどすべて

の国内の取引を課税対象とし、「譲渡資産の

譲渡等」のために行われる生産や流通等の各

段階に及び消費者に製品が購入されるまでに

多重に消費税が課税され税負担の累積が生じ

るが、これを避けるため採用されたものと指

摘。他方、住宅の貸付等「その他の資産の譲

渡等」のためにも行われるが、この場合、税

負担の累積は生じないため控除の必要はない

としたうえで、個別対応方式の計算では、課

税売上割合が低い業態の事業では、「用途区

分」による差が大きくなるとして「課税仕入

れの用途区分に係る判断は税負担の累積の排

除という消費税法の目的に照らし（中略）当

該課税仕入れがいかなる取引のために行われ

たものであるかをその経済実態に即して適切

に行うべき」とした。

　これを受けて次の条文について「仕入れ等

の「用途区分」につき「要するもの」という

文言を用いているのは、（中略）将来におけ

る一定の取引を目指したものということがで

き（中略）当該課税仕入れ等がどのような取

引を目指して行われたかをみれば用途区分を

判定するのに十分である」と文理解釈を進め

ている。

（参考）消費税法30条2項1号

　当該課税期間中に国内において行った課税

仕入れ及び特定課税仕入れ並びに当該課税期

間における前項に規定する保税地域からの引

取りに係る課税貨物につき、課税資産の譲渡

等にのみ要するもの、課税資産の譲渡等以外

の資産の譲渡等（以下この号において「その

他の資産の譲渡等」という。）にのみ要する

もの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の

譲渡等に共通して要するものにその区分が明

らかにされている場合（以下略）

　そして東京地裁は、用途区分の判断につい

て「課税仕入れ等を行った日を基準にどのよ

うな取引のために当該課税仕入れを行ったか

を認定して行うべき」とまとめ、その際、

「事業者の事業内容・業態、取引の内容・状

況、過去の同種の仕入れとの異同等、仕入日

に存在した客観的な諸事情により認定するの

が相当」としている。あてはめでは、エー・

ディー・ワークス社の中古マンション転売事

業について、次のように認定している。

１、本件事業は、仕入れた収益不動産（中
古の賃貸用マンション等）を転売時まで
にできるだけ満室に近づけるリーシング
やリノベーション等のバリューアップを
行うことにより、その収益力や資産価値
を高め、当該収益不動産の販売による利
益を得ようとするもの

２、仕入れた収益不動産を賃貸することは
販売のための手段と位置付けられるもの

３、原告の賃料収入は仕入れた収益不動産
を賃貸することで不可避的に発生、（中
略）本件事業目的との関係において副産
物というべき

４、原告が本件事業において仕入れた収益
不動産は棚卸資産として計上され、減価
償却の対象とならないため、その購入代
金が賃料収入の費用として計上されるこ
ともない

５、仕入れ時の判断において賃料収入がど
れだけ見込まれるかは考慮に入れられて
いない。また販売時期の決定にあたって
も、賃料収入が考慮に入れられていな
い。この結果、販売収入と賃料収入の挿
話に占める賃料収入の割合は本件課税期
間において3.71％にとどまる。

　こうしたことから東京地裁は、仕入日に賃

料収入が見込まれることをもって「その他の

資産の譲渡等」に要するものとして仕入れ税

額控除額を計算することは、経済実態から著

しく乖離するばかりでなく、課税仕入れに係

る消費税額について税負担の累積を招くもの

とそうでないものとに適正に配分するという

観点に照らしても、相当性を欠く」と判断。

エー・ディー・ワークス社の請求を認容した。

　この判決を不服として国税サイドは控訴し

ているが、現に仕入日において賃貸収入があ

る事実は動かせず、かえって消費税の還付の

し過ぎが生じている恐れがあるのではないか

との疑問も生じている模様だ。

　

 中古マンション転売に係る消費税
　　　　家賃ありも仕入税額控除認める

類似裁判は国税の勝訴だが…
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――「報酬自動支払制度」を導入
されたのはいつ頃ですか。
　私の事務所では2012年から
「報酬自動支払制度」の利用を開

始しました。それまで顧問料の

未収が多く、お客様に電話した

り、訪問時にひと声かけることで

顧問料を回収してきましたが、

それは一時的な解決策に過ぎま

せん。今後発生するかもしれな

い未収の問題も含めて改善策を

検討していたところ、ある経営者

から自動振替を利用すれば未収

が減るのではないかとの提案が

あり、導入を決めました。

――自動振替サービスの中で、税
理士協同組合の「報酬自動支払制
度」を選んだ決め手は何ですか。
　数社の自動振替サービスを検

討しましたが、一番大切なこと

は、お客様に安心して自動振替

を利用してもらうことです。その

ためには、サービスの中身をしっ

かり理解してもらう必要がありま

す。税理士協同組合の「報酬自動

支払制度」には、関与先に配布す

るパンフレットが用意されてい

て、内容も非常に分かりやすく、

私も職員もスムーズに説明する

ことができました。また、振替日

前に「振替のお知らせ」のハガキ

をお客様に送付するオプション

サービスを利用していますが、こ

れも非常に見やすく作られてい

ます。税理士事務所だけでなく、

関与先の視点からもサービスや

ツールが整えられているところ

が、利用を決めた大きな要因と

いえます。

――自動振替によって未収は減り
ましたか。
　かなり減りました。未収先への

催促の電話もほとんどなくなり、

職員もストレスが軽減されたと

言っています。ただ、未収の問題

を解決すると決めた以上、すべ

てのお客様に報酬自動支払制度

を利用していただくことを最終

目標としていますので、それまで

あともう少しですね。

――そのほかに利用して良かった
と思われる点は？

　顧問料が定期的にまとめて入

金されますので、事務所の資金

計画が立てやすくなったのは大

きなメリットです。特に、現在、

新型コロナウイルス感染症が大

きな脅威をもたらしていますが、

そうした状況でも集金のために

関与先を訪問することなく顧問

料を確実に受け取ることができ

ますので、事務所の資金繰りと

いう側面でも助かっています。

――自動振替を利用すれば、関与
先としても新型コロナの感染を心
配しながら金融機関に振り込み
に行く必要もありませんね。
　はい。とにかく感染しないこと

が一番ですから、なるべく外出を

控えてもらうため、顧問料を振込

みで支払っている関与先に対し

て「わざわざ銀行に行かなくて

済みますから、自動振替にしま

しょう」などと利用を推進してい

ます。結果、私の説明を聞いてく

れたお客様のほとんどが自動振

替に切り替えてくれました。まだ

切り替わっていないお客様には、

引続き月次訪問の際に勧めてい

きます。来年の確定申告の時期

に新型コロナが収束しているか

分かりませんので、今年の冬から

は個人のお客様についても自動

振替を勧めていく予定です。

――ネット型の「ｅ－ＮＥＴ」を
最初からご利用されていますが、
その理由を教えてください。
　自動振替の利用件数が少ない

場合、郵送型の「ＰＯＳＴ」のほう

が安く利用できますので、利用

件数が増えてきたら「ｅ－ＮＥＴ」

に切り替えるという流れが一般

的なのかもしれません。しかし、

今後はオンラインによる業務が

増えてきて、今まで以上に便利

になると見込んでいましたので、

私は初めから「ｅ－ＮＥＴ」を導入

しました。それまでの請求業務

は、手書きの請求書と売上元帳の

記帳と請求業務に時間がかかって

いましたが、「ｅ－ＮＥＴ」を利用す

ることで、顧客管理・入金管理・

請求書発行・法定調書作成業務

にかかる時間が短縮できました。

また、私の事務所では「マネー

フォワード会計」を利用していま

すが、オンラインで「ｅ－ＮＥＴ」と連

携できますので、請求業務から月

次会計への処理がスムーズにで

き、自社の財務状況を早く把握で

きる点が良いですね。

――未収の防止だけでなく、業務の
効率化も実現させているわけですね。
　「ｅ－ＮＥＴ」の導入前と比べ

て、事務所業務の効率化はかなり

進んできました。最近は、簡単に

テレビ会議ができる「ＺＯＯＭ」

が注目されていますが、私もお客

様への決算報告の際に利用してい

ます。毎月の訪問や職員のＯＪＴで

も活用していく予定です。これか

らも「ｅ－ＮＥＴ」などのツールを

フル活用して事務所の効率化を

進めていきます。同時に、事務所

のサービスもさらに充実させて、

お客様の成長を支えていきたい

と思います。

「ｅ－ＮＥＴ」の機能をフル活用して
未収防止はもちろん業務効率化も実現

税理士協同組合の 『報酬自動支払制度』

新型コロナ禍でも安心・安全
振込みの関与先も自動振替を選択

長田会計事務所（大阪府）  
長田 雅子 税理士

税理士協同組合の報酬自動支払制度　ネット型「ｅ－ＮＥＴ」に

新機能が登場！ 『請求書』の無料送信サービス

報酬自動支払制度や

新サービスに関する

お問い合わせは…
0120-155-551

ホームページから資料請求できます》 検  索報酬自動支払制度

「請求書」の発行など事務作業に
追われて毎日大忙し。業務負担を
何とか軽減できないだろうか…　

「請求書」を毎月送付していると、
費用がかかるし、送り忘れも心配。
自動的に送付できないかな…

税理士先生に代わり関与先様へ
『請求書』をメールで無料送信する
新サービスを開始します！

・振替日の５営業日前に関与先様のメールアドレス
へ「請求書」を無料で自動送信いたします。
・売上管理型をご利用の場合、口座振替「未利用」
の関与先様も「請求書」の自動送信サービスが
無料でご利用できます（登録が必要）。

☎
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合計所得金額

扶養親族等の区分

改正後

改正後 改正前

改正前
基礎控除額

給 与

（図）

（表１）

（表2）

＋10万円

（×税率）
必要経費

▲10万円

▲10万円

給与所得控除

基礎控除等

給与所得控除等から
基礎控除へ振替

税額

公的年金等控除公的年金等

フリーランス、請負、
起業等による収入

合計所得金額要件

2,400万円以下
2,400万円　2,450万円以下
2,450万円　2,500万円以下

同一生計配偶者
扶養親族
源泉控除対象配偶者
配偶者特別控除の対象となる配偶者（注1）
勤労学生

48万円
32万円
16万円

48万円以下
48万円以下
95万円以下

48万円超133万円以下
75万円以下

38万円以下
38万円以下
85万円以下

38万円超123万円以下
65万円以下

38万円
（所得制限なし）

　平成30年度税制改正において、働き方の多様化を踏まえ、「働き方改革」を後押しする観
点から、給与所得控除・公的年金控除などの見直しを図りつつ、一部を基礎控除に振り替え
るなどの見直しが行われましたが、十分な周知期間を設ける観点から、令和２年分以後の所
得税について適用されることになりました。
　また、令和２年度税制改正により、全てのひとり親家庭に対して公平な税制支援を行う観
点から、「婚姻歴の有無による不公平」と「男性のひとり親と女性のひとり親の間の不公
平」を同時に解消し、同一の「ひとり親控除」を適用することとされました。
　本稿では、令和２年分の年末調整に備え、平成30年度及び令和２年度税制改正項目のう
ち、年末調整関連項目について改めて確認します。

令和２年分の
年末調整に備えて

中島 孝一 税理士

中島 孝一　税理士
　現在、中島税理士事務所・所長、日本税務会計学
会・相談役、東京税理士会・会員相談室運営委員。
　主な著書「新型コロナウイルス対応の税制特例
法」（ぎょうせい）、「平成２年度税制改正と実務の徹
底対策」（日本法令・共著）、「相続税実務の鉄則に
従ってはいけないケースと留意点」（清文社・共著）
「改訂版 相続税の修正申告と更正の請求の実務」
（税務研究会・共著）他

１．給与所得控除・公的年金控除から基礎
控除への振替

　平成30年度税制改正では、働き方の多様化
を踏まえ、特定の収入にのみ適用される給与

所得控除や公的年金等控除から、どのような

所得に対しても適用される基礎控除に負担調

整の比重を移していくことが必要であるとい

う基本的考え方の下、負担の変動が急激なも

のとならないようにするため、給与所得控

除・公的年金等控除を10万円引き下げるとと
もに、基礎控除が同額引き上げられ、令和２

年分の所得税から適用されることになりまし

た（図参照）。

２．給与所得控除の見直し

　令和２年分の所得税から、給与所得控除額

が一律10万円引き下げられ、その上限額が適
用される給与等の収入金額が850万円（改正
前：1,000万円）とされるとともに、その上
限額が195万円（改正前：220万円）に引き
下げられました（所法28③）。
　ただし、その年の給与等の収入金額が850
万円を超えても、子育て世帯等（年齢23歳未
満の扶養親族又は特別障害者に該当するもの

を有する世帯）に該当する場合には、上記の

給与所得控除の上限額の引き下げが適用され

ません（所得金額調整控除といいます）（措

法41の3の3①・⑤）。 

３．公的年金等控除の見直し

　年末調整項目ではありませんが、令和２年

分の所得税から、公的年金等控除額が一律

10万円（公的年金等に係る雑所得以外の所
得に係る合計所得金額が1,000万円を超え
2 ,000万円以下である場合は20万円、
2,000万円を超える場合は30万円）引き下
げられ、公的年金等の収入金額が1,000万円
を超える場合の控除額について、上限が設け

られました（所法35④・措法41の15の3
①）。

４．基礎控除の見直し

　令和２年分の所得税から、基礎控除につい

て、控除額を一律10万円引き上げるととも
に、合計所得金額が2,400万円を超える個人
についてはその合計所得金額に応じて控除額

が逓減し、合計所得金額が2,500万円を超え
る個人については基礎控除の適用はできない

ことになりました（所法86①）。

　その結果、基礎控除額は、個人の合計所得

金額に応じてそれぞれ（表1）のとおりにな
りました。

５．「給与所得者の基礎控除申告書」及び
「所得金額調整控除申告書」の新設

　前記２及び４の見直しに伴い、年末調整にお

いて基礎控除の適用を受けようとする者及び

子育て世帯等の所得金額調整控除の適用を受

けようとする者は、その年最後に給与の支払

を受ける日の前日までにそれぞれ「給与所得

者の基礎控除申告書」又は「所得金額調整控

除申告書」を給与の支払者に提出しなければ

ならないことになりました（所法190①二ホ・
195の3、措法41の3の3）。

６．扶養親族等の見直し

　令和２年分の所得税から、同一生計配偶者

（所法2①三十三）・扶養親族（所法2①三十
四）・源泉控除対象配偶者（所法2①三十三の
四）・配偶者特別控除の対象となる配偶者

（所法83の2）及び勤労学生（所法2①三十

二）の合計所得金額要件がそれぞれ10万円引
き上げられ、（表２）のとおり改正されまし
た。

　　　　　　
７．未婚のひとり親に対する税制上の措置
及び寡婦（寡夫）控除の見直し 

　令和２年度税制改正により、全てのひとり

親家庭に対して公平な税制支援を行う観点か

ら、①婚姻歴や性別にかかわらず、生計を同

じとする子（総所得金額等が48万円以下）を
有する単身者について、同一の「ひとり親控

除」（控除額35万円）を適用することにな
り、②上記①以外の寡婦については、引き続

き寡婦控除として控除額27万円を適用するこ
ととし、子以外の扶養親族を持つ寡婦につい

ても、男性の寡夫と同様の所得制限（所得

500万円（年収678万円）以下）が設けられ
ました（所法81）。
　なお、ひとり親控除、寡婦控除のいずれにつ

いても、住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未

届）」の記載がある者は対象外とします。

　また、ひとり親控除は、令和３年１月１日

以後に支払うべき給与等について適用されま

すが、給与所得者については、令和２年分の

年末調整においてひとり親控除を適用するこ

とができます。

　改正前の「未婚のひとり親（寡婦（夫）、特別

の寡婦に該当しない人）」に該当する者が、適

用判定の結果、「ひとり親」に該当する場合の申

告については、「寡婦」、「寡夫」又は「特別の寡

婦」欄を「ひとり親」に訂正するなど、適宜の方

法により申告する必要があります。
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破たん寸前のアパート経営を再建
脚光浴びる『大家さん専門の税理士』
渡邊 浩滋  税理士・司法書士

――実家のアパート経営を立て直した経験が
あるとお聞きしました。
　もともと実家が都内で農家をしている地主

で、祖父の相続対策として複数のアパートを

所有していました。それらの賃貸経営は両親

が行っていましたが、私は次男だったので、

兄が引き継ぐものだと思い、自分の道は自分

で切り開こうと司法書士の勉強を始めて大学

４年生の時に資格を取得しました。その後、

商社の法務部に就職しましたが、あらゆる場

面で税金が絡んできますので、漠然と会計を

勉強するようになり、その面白さにハマって

税理士試験の勉強を始めました。そんな時、

母親から「固定資産税が払えない」という相

談を受けたのです。当時、５棟86室の家賃収

入がありましたので、そんなわけないだろと

耳を疑いました。

――それだけの家賃収入があるのに、どうし
て固定資産税が払えないのでしょうか。
　調べてみると父親が家賃収入をすべて生活

費として使っていたのです。通帳や帳簿を見

ると残金はほとんどなく、破産するのは時間

の問題でした。兄に相談したら仕事が忙しく

て無理だというので、実家の窮地を救うのは

自分しかいないと思い、税理士試験の勉強を

しながらアパート経営を立て直すことを決意

しました。

――具体的にどのようなことに取り組みまし
たか。
　賃貸経営の経験なんてありませんので、ま

ずは賃貸経営に関する書籍を50冊ほど読んで

勉強しました。その後、このような状況に

なった原因を調べたところ、事業計画を作っ

ておらず、空室対策もまったく行っていない

ことが分かりました。そこで、物件のチラシ

を持って近所の不動産屋を30件近く営業して

回ったり、簡単にできる空室対策をいろいろ

と考えて実践しました。

――空室対策の効果はありましたか。
　例えば、女性専用アパートの空室対策とし

て、テレビモニターの設置などセキュリティ

面を強化しましたが、すぐに満室になりまし

た。あまりにも簡単に空室が埋まったので驚

きましたが、ターゲットを選定し、その人を

満足させる部屋のウリをしっかり訴求するこ

とができれば、入居希望者は必ず現れるとい

うことを学びました。アパート経営を引き継

いで半年後には資金繰り難から脱出し、１年

半が経った頃には預金残高ゼロ円から1400

万円まで改善することができました。

――アパート経営を再建させる秘訣のような
ものはありますか。
　私がアパート経営を立て直すことができた

のは、単に行動したからです。言い換えれ

ば、賃貸経営が上手くいかない一番の原因は

「行動しない」ということです。空室が増え

ても漠然と不安を抱えるだけで何も行動しな

い。これが最大のリスクです。また、大半の

大家さんが事業計画を立てていません。賃貸

経営というのは、来年、再来年はあまり変化

が見られませんが、5年後、10年後は大きく

変わってきます。借入をして賃貸経営を始め

る場合、利息は経費になりますが、元金の返

済は経費になりません。元利均等返済方式で

借入すると、毎月の返済額は一定ですが、返

済額に占める元金の割合が年々増えていき、

経費にできる利息は減っていきます。その結

果、返済額は変わらないのに、手元に残って

いるキャシッュよりも申告所得の方が多く

なってしまうという現象が起きるわけです。

――そのような情報を求めている大家さんは
多いと思います。
　確かに、私も両親から賃貸経営を引き継い

だ時、大家というのは非常に孤独であるとい

うことを実感しました。そこで、大家さん同

士が集まって情報収集や情報交換ができれば

心強いのではないかと考え、「大家さん会」

というコミュニティーを立ち上げたところ、

多くの大家さんに入会していただきました。

皆さんが生き生きとした表情で情報交換して

いる姿を見ているうちに、もっと大家さんの

力になりたいという気持ちが強くなり、

2011年に独立開業して「大家さん専門の税

理士」として活動するようになりました。

――資産税専門などはよく聞きますが、大家
さん専門というのは珍しいですね。
　自分でもニッチな分野だと思います。顧

問契約の依頼もそんなに期待できませんの

で、家族を養える程度に一人でやっていけ

れば十分だと考えていました。しかし、大

家さんの仲間とともに「行動する大家さん

の会」という勉強会を立ち上げたところ、

毎回100人以上の大家さんが勉強会に参加

し、会の登録者は800人を超えました。

ちょうどその頃、私もセミナー講師などで

「大家さん専門の税理士」として認知され

るようになり、顧問契約の依頼が相次ぎ、

独立から６年後には顧問先が400件を超え

ました。賃貸経営に特化した税理士がいな

かったことも顧問契約が急増した理由のひ

とつだと言えますが、それでもこんなに

ニーズがあるとは夢にも思いませんでし

た。

――事務所規模が大きくなると職員の確保と
いう問題が出てきます。
　現在23人のスタッフが在籍しており、その

ほとんどが未経験で入ってきましたが、賃貸

経営は仕訳数が一般企業と比べてとても少な

く、収入は月に１回の家賃収入だけで、支出

も借入金の返済やちょっとした経費だけで

す。パターンが決まっていますので、未経験

者でも十分対応できています。基本的に入力

処理はパート社員が中心となって行い、ほか

のスタッフはお客様への対応業務に専念して

います。というのも、お客様の99％が大家さ

んのため、一人ひとりの相談にしっかり応え

ていくことで、大家さんが抱える悩みとその

解決策がどんどん蓄積されていき、賃貸経営

のあらゆる問題に対応できるようになりま

す。これは事務所にとって貴重な財産といえ

ます。

――今後のビジョンをお聞かせください。
　実は、事務所のキャパシティ以上にお客様

が増えてしまったので、現在は新規の顧問契

約をストップしています。それでも賃貸経営

に悩んでいる大家さんの力になりたいという

想いは変わりませんので、大家さん専門税理

士ネットワーク「Knees bee」を発足させ、

税理士の先生方とフランチャイズ形式による

業務提携を行っています。ただ、このフラン

チャイズはお金儲けのためでなく、地元の大

家さんの力になることを目的としていますの

で、同じような考えを持っている人を見極め

る必要があります。その見極めの一環とし

て、今年６月から『「脱」申告税理士研究

所』という会員制のオンラインサロンを開始

しました。申告業務を一切行わないという前

提で税理士がどのように生き残っていくかを

考えた時、新しい発想が生まれるのではない

かとの想いから『「脱」申告税理士研究所』

と名付けました。サロンでは、毎月テーマを

決めて３本の動画を配信し、最後の週にＺＯ

ＯＭを活用して会員同士が意見交換を行って

います。興味がございましたら是非ご覧に

なってみてください。また、最近は怪しそう

な大家さんの会などもあると聞きますので、

オンラインによる大家さん向けの情報発信に

も力を入れていく予定です。

賃貸経営の最大のリスクは
大家さんが行動しないこと
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スクランブルスクランブル税務税務 ～審判所の視点～～審判所の視点～

　請求人の父は平成28年11月
に死亡し、その相続が開始し
た。相続人は、父の子である
請求人と姉の２人。
　原処分庁は、平成29年5月
10日付で、請求人に対し、
「相続税の申告等についての
御案内」と題する文書および
「相続についてのお尋ね」と
題する文書などを発送した。
お尋ね文書には、注意書きと
して「あくまでも概算による
結果です」、「相続税の申告
が不要な場合には、お手数で
すが、この『相続についての
お尋ね』を作成していただ
き、税務署に提出してくださ
い」と記載されていた。
　請求人は、平成29年6月9日
付で父の財産から葬式費用を
引き、相続税の基礎控除額を
差し引くとマイナスになるこ
とをお尋ね文書に記載し、税
務署に提出した。そして、請
求人は本件相続に係る請求人
分の相続税について、法定申
告期限までに申告書を提出し
なかった。
　その後、請求人は税務調査

を受け、平成30年8月28日、相続
税に係る申告書を提出した。原
処分庁は、請求人が請求人取得
財産および姉取得財産の存在を
隠蔽し、申告期限までに相続税
に係る申告書を提出しなかった
として、平成30年11月7日付で重
加算税の賦課決定処分を行っ
た。これに対して請求人は、本件
賦課決定処分のうち無申告加算
税相当額を超える部分に不服が
あるとして、平成31年1月9日に
審査請求をした。
　果たして、重加算税の賦課要
件を満たしているのか――。

相続財産の概括的な金額の
記載を要求するにすぎない

　原処分庁は、「請求人は、相続
税の申告をしなければいけない
と認識し、お尋ね文書の提出前
に、税理士無料相談会において
お尋ね文書に記載すべき内容な
どの説明を受けたはずであるに
もかかわらず、請求人取得財産
および姉取得財産を記載しな
かった。このような事情によれ
ば、お尋ね文書に意図的に虚偽

の記載をしてこれを提出したと
いえ、通則法第68条第２項に規
定する隠蔽または仮装の行為が
あったと認められる」と主張。
　一方、請求人は、「お尋ね文書
は、課税庁からの求めに応じ、納
税者が任意に協力して提出した
ものであり、そのお尋ね文書に一
部の財産が記載されていなかっ
たとしても、その責任を一方的に
納税者に負わせるべきではない
から、お尋ね文書の提出を重加
算税の賦課要件の判断材料とす
ることは許されない」とした。
　両者の主張について審判所
は、「そもそも、お尋ね文書はそ
の記載すべき内容や提出するこ
と自体も法定されているもので
はなく、あくまでも税務署が納税
者に対し任意の提出を求める性
質のものであるから、一般の納税
者がその存在を当然に認識して
いるものとはいえないし、提出者
に相続財産の概括的な金額の記
載を要求するものにすぎない。こ
のようなお尋ね文書の性質に鑑
みると、請求人が提出したお尋ね
文書の内容が事実と異なるとい
うことのみをもって、直ちに請求

人がお尋ね文書に意図的に虚
偽の記載をしてこれを提出し
たとまで認めることはできな
い」と指摘。
　さらに、「請求人は、税務調
査の初日から調査担当職員に
対して相続財産一覧表を提出
し、そこに記載された財産以
外にほかの財産は確認されて
おらず、これらの事情から、請
求人は父の相続財産を隠匿す
るような行動には出ていな
かったというべきである。ま
た、請求人が当初から相続税
を申告しない意図があり、か
つ、その意図を外部からもうか
がい得る特段の行動があった
とされる事情は見当たらない。
以上によれば、請求人が申告
期限までに相続税に係る申告
書を提出しなかったことにつ
き、通則法第68条第２項に規
定する重加算税の賦課要件を
満たすということはできない」
として、原処分庁の重加算税
の賦課決定を取り消す裁決を
下した。
（令和元年12月18日裁決）

　全国２万1507地点を対象に実

施された令和２年７月１日時点の

１年間の地価動向を表す都道府

県地価調査が９月29日に発表さ

れた。対象期間半ばの年明けご

ろからくすぶっていた新型コロ

ナウイルス感染症が世界的に急

拡大したのを受けて、国内でも

経済や社会に著しい停滞を招い

た。政府の出入国規制や緊急事

態宣言発令に伴う外出、営業な

どの自粛要請が出されたこと

で、昨年までの地価の上昇基調

に急ブレーキがかかった。

　全国全用途平均は0.6％下落
（前年比1.0ポイント減）、２年
続いた上昇傾向から下落に転じ

た。用途別では、商業地が0.3％
下落（同2.0ポイント減）して平
成27年以来５年ぶりに下落に転

じた。住宅地は0.7％下落（同0.6
ポイント減）で、下落幅が拡大し

た。上昇が続いた工業地も0.2％
上昇（同0.8ポイント減）とな
り、上昇幅を狭めた。新型コロナ

ウイルス感染症の影響による土

地需要の低下、不動産取引の停

滞が全国の地価に如実に表れた

格好となった。

　各都道府県の地価調査をとり

まとめた国土交通省は、令和元

年７月１日から令和２年１月１日

までの前半については、「交通利

便性や住環境の優れた住宅地、

オフィス需要の強い商業地、訪問

客の増加に伴う店舗やホテルの

進出が見込まれる地域を中心に

地価の回復傾向が継続していた

とみられる」としている。しか

し、令和２年１月１日以降の後半

に入ってからは、「新型コロナウ

イルス感染症の影響による先行

き不透明感から需要が弱まり、総

じて上昇幅の縮小、上昇から下

落への転化となったとみられる」

と総括している。

　全国の「下落」の地点数を用途

別の割合で見ると、住宅地は同

11.2ポイント増の63.0％、商業地
は同15.0ポイント増の55.5％と
共に下落地点の増加が顕著だっ

た。特にインバウンド需要に支え

られてきた反動と、コロナ禍によ

る営業や外出の自粛、テレワーク

の拡大などによるオフィス需要の

変化などがもたらされた結果、

商業地でより強くコロナショック

が顕在化したと見られる。

コロナショックを受けるも
不動産取引は少しずつ回復

　今回の調査結果に対して不動

産業界のトップからは、経済の先

行き不透明感が高まっていると

して今後の動向を注視するとの

声が多く上がっている。また通常

では今年１月１日時点の地価公示

を基にして来年度に固定資産税

の評価替えが行われるのにあた

り、「実勢を十分に反映しない評

価が３年間にわたり高止まりし、

広範な納税者に大きな負担を強

いることとなる」との懸念も聞か

れた。

　こうした声が高まる一方で、

「緊急事態宣言の影響で４、５月

の不動産取引件数は大きく落ち

込んだが、足元では前年水準ま

で回復してきている」、「潜在需

要の顕在化、価値観やニーズの

多様化を受けて、不動産流通市

場では新築、中古共に足元では

好調に推移している。テレワーク

の進展により「住む／働く」の境

が薄まり、『住むだけ』『働くだ

け』ではない新しい『住まい方』

『働き方』のニーズが生まれて

いる」、「多様化するニーズに応

え、新たなワークスタイルとライ

フスタイルを提案、提供すると

共に、リアルとデジタルが一体と

なったまちづくりを推進してい

く」といったアフターコロナを見

据えた前向きなコメントも多く聞

かれた。

　近年、続いていた地価上昇

は、旺盛な実需に支えられてき

た不動産市場の堅調さを反映し

ていた。地域や用途によってコ

ロナ禍の影響の度合いに温度差

はあるものの、コロナ禍の混乱

が収束に向うようになれば、「実

需に支えられた不動産市場」も

再び回復基調に戻っていくもの

と思われる。

　なお、今回調査の基準地数は

２万1519地点で、うち福島第一

原子力発電所の事故の影響によ

り12地点は調査休止となってい

る。

お尋ね文書に虚偽の記載
重加算税の賦課要件の判断材料となるか!?

基準
地価 商業地で新型コロナの影響大きく
昨年までの上昇基調に急ブレーキ昨年までの上昇基調に急ブレーキ

お
尋
ね

虚偽の
提出

任意の
提出



112020年・秋号 災害対策

各地で記録的な自然災害が多発
今、中小企業がすべきことは？

　気象庁によると、2019年の年平
均気温は統計開始以来最も高く、

台風の発生数も平年より多い29個
だった。中でも、台風15号と台風
19号が日本各地で猛威を振るった
のは記憶に新しい。台風15号の暴
風は、建物の屋根や電柱をなぎ倒

し、あちこちで停電が発生。記録

的大雨となった台風19号は、これ
まで水害とは無縁だった地域でも

堤防の決壊や土砂災害が発生して

大きな被害をもたらした。

　国土交通省がまとめた2019年
の全国の水害（洪水、内水、高

潮、地滑りなど）による被害総額

は2兆1500億円。津波以外の年
間水害被害額としては、1961年
の統計開始以来の最大の金額だ。

また、気象庁の定義する極端現象

（日最高気温が35℃以上の日
（猛暑日）や1時間降水量が
50mm以上の強い雨など）も増
加傾向にある。

　近年の自然災害を受けて事業

継続が困難となり、倒産する企業

も相次いでいる。特に、大企業と

比べて、中小企業の経営課題にお

いて災害対策の優先度は必ずしも

高くないのが現状だ。何も対策を

打たないところに災害が襲い掛か

れば、そのダメージは計り知れな

いだろう。地球温暖化が引き金と

なり、この先も過去に経験のない

未曽有の大災害が起きる可能性は

否定できない。だからこそ「いつ

か起きる」ではなく、「いつ起き

てもおかしくない」という意識を

持ち、事前対策を打っておくこと

は経営者の責務といえる。

　そこで大切なのは、自社を取り

巻くリスクを正しく理解し、企業

規模やコストを踏まえながら、い

かに備えるかだ。リスクを洗い出

す「リスクマップ」を用いて、

今、自分たちにとって何が脅威

で、今後どのように対策していく

か、それぞれの会社に見合った方

針を立てることが重要といえる。

身近に信頼できる損害保険代理

店との付き合いがあれば、個別に

相談するのも良いだろう。

新型コロナ、サイバー攻撃
「複合災害」への備えが急務

　一方、自然災害のほかに、中小

企業の事業継続を脅かす新たなリ

スクも出現している。世の中の経

済活動を一変させた新型コロナウ

イルスだ。未だに収束が見通せな

いが、この状況で自然災害が発生

すれば、想像をはるかに超える被

害となるのは間違いない。

　また、新たなリスクとして、中

小企業へのサイバーセキュリティ

対策も喫緊の課題だ。驚くこと

に、大阪商工会議所の調査による

と、従業員数50人以下の企業で
30% 近くがサイバー攻撃の被害
に遭っており、約7%がランサム
ウェア（身代金型ウイルス）に感

染したという。これからの中小企

業のリスク対策は、自然災害だけ

でなく、新型コロナの感染リスク

やサイバー攻撃リスクなどが同時

発生する「複合災害」に備えるた

めの「複合的」な検討が欠かせな

いといえる。

中小企業もＢＣＰは不可欠
できることから取り組みを

　様々な災害が発生する中、経営

者の間で注目を集めているのがＢ

ＣＰ（事業継続計画）だ。ＢＣＰ

とは、企業が自然災害やテロ攻撃

などの緊急事態に遭遇した場合に

おいて、事業資産の損害を最小限

にとどめつつ、中核となる事業の

継続あるいは早期復旧を可能とす

るために、平常時に行うべき活動

や緊急時における事業継続のため

の方法・手段などを取り決めてお

く計画のこと。

　大企業を中心にＢＣＰを整備す

るところが増えているが、中小企

業にとってBCPの策定はハードル
が高いのも事実だ。しかし、災害

は待ってくれない。まずは「リス

クマップ」などを用いてリスク

（現状）を把握（認識）するな

ど、できることから取り組むべき

だろう。

　最低限として、ハザードマップ

による自社の災害リスクは事前に

把握しておきたい。また、損害保

険代理店のアドバイスやサポート

を受けるほか、外部のリスクマネ

ジメントサービスを利用すること

も有効といえる。特に、風水災も

対象となる火災保険は、来年１月

から値上げを予定している保険会

社も多いだけに、早め早めに対応

したいところだ。

　なお、日税グループの㈱日税

サービスでは、それぞれの状況に

合わせて最適なリスク対策や保険

活用のアドバイスを行っている。

また、災害リスクがピンポイント

で分かる「オリジナル　ハザード

マップ」や新種のウイルスも検知

できる「パソコン無料セキュリ

ティ診断」を無料で提供している

（詳細は下のハコに掲載）。

　近年、自然災害は激甚化・頻発化しており、企業経営に多大な影
響を与えている。また、自然災害だけでなく、新型コロナウイルスの
感染リスクやサイバー攻撃リスクなどが同時発生する『複合災害』
のリスクも高まっており、これらの危機に備えておくことは、中小企
業の経営において欠かすことができない最重要課題となっている。

＜お問い合わせ＞

☎0120-31-2112

　SOMPOリスクマネジメント㈱では、BCP策定支援や、危機発生時のＢＣＰを策定する
上で、「事業を継続するために代替調達先を確保したい」、「他社ブランドの製品を製造
する『ＯＥＭ』の適切なパートナーを探したい」といった問題に対するマッチングサービ
スを提供しています（有料）。詳しくは、損保ジャパン代理店の㈱日税サービスにお問い
合わせください。

　日税グループの㈱日税サービスでは、税理士先生やお客様の状況を踏ま
えて最適なリスク対策をアドバイスしております。特に、頻発する自然災害
の影響を受け、ここ数年は火災保険の値上げが続いており、2021年1月に
も保険料改定が行われる見込みです。補償範囲や保険契約の見直しなどに
つきましても、ご相談をお受けしております。また、リスク対策の有効ツール
を無料でご提供しています。お気軽にご依頼ください！

災害リスクに対する備えは
日税サービスにお任せください！
災害リスクに対する備えは
日税サービスにお任せください！

リスク対策の有効ツールを
無料でご提供します！

「オリジナル　ハザードマップ」
無料ツール❶

「パソコン無料セキュリティ診断」

　災害への必要最低限の備えであ
るハザードマップは、インターネットや
行政機関などから入手可能ですが、
日税サービスが提供する「オリジナ
ル　ハザードマップ」（損保ジャパン
社データ）は、参照したい住所の状
況をピンポイントで表示するととも
に、保険会社が保有するその地域
の保険金支払実績から危険度をビ
ジュアルに示します。災害対策の一
助としてご活用ください。

　一般的なウイルス対策ソフトは、既知のウイルスに
対する対策法を覚え込ませるため、新種のウイルス
はどうしてもすり抜けてしまいます。しかし、日税サー
ビスが提供する「パソコン無料セキュリティ診断」
（SOMPOリスクマネジメント㈱の「SOMPO 
SHERIF」体験版）は、一般的なウイルス対策ソフト
では検知できない新種のウイルスについても診断を行えます（診断後にセキュリ
ティレポートも無料でご提供します）。税理士事務所や関与先のオフィスで是非
ご活用ください。

無料ツール❷

「BCPマッチングサービス」
をご存じですか？



売却のご依頼に圧倒的な強さ
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税理士協同組合指定会社

税理士協同組合指定会社

東京本社
〒163-1529 東京都新宿区西新宿１丁目６番１号  新宿エルタワー29階  
TEL 03-3346-2220   FAX 03-3346-2221  URL http://www.nichizei.com/nf/

TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL
TEL

東 京 東 支 店
東 京 西 支 店
埼 玉 支 店
千 葉 支 店
横 浜 支 店
名 古 屋 支 店
大 阪 支 店
神 戸 支 店

03 - 528 4 -1162
042 - 528 -7 757
04 8 - 6 69 -1101
043 -301- 8666
0 45 -2 62 -1551
052 -752 - 670 0
06 - 6949 - 4664
078 -2 21 - 0 911

FAX
FAX
FAX
FAX
FAX
FAX
FAX
FAX

03 - 528 4 -1163
042 - 528 -7 758
04 8 - 6 69 -1102
043 -3 01- 8 670
0 45 -262 -1633
052 -752 - 6701
06 - 6949 - 4661
078 -2 21- 0 920

不動産総合コンサルタント会社として多様な不動産ニーズにお応えしています。
不動産の鑑定評価 財産評価サポート 資産の有効活用

不動産鑑定評価基準に則った
不動産鑑定評価書を提出いたします。

かけがえのない土地の
　　　有効活用を提案いたします。

その他、建物に
関するご相談も
承ります。

①相続申告時における鑑定評価
　（個別性の強い画地）
②売買、交換する場合（同族間・親族間
　など）の鑑定評価
③賃料および地代の
　鑑定評価
④借地権、貸宅地、
　マンションなどの
　鑑定評価

不動産の評価単位や利用区分・
かげ地割合図、地積規模の大きな
宅地（規模格差補正率）の評価など、
財産評価（評価明細書の作成）を
サポートいたします。

◎その土地にふさわしい活用方法は何なのか、
事業プランと収支計画を作成いたします。

◆住宅や事務所等の
設計。
◆各種リフォーム修繕
のご相談。

札幌市中央区サザンクロス313（設計・監理）

仲 介 実 績
〔件数・億円〕
900

800 793

第33期
売買仲介件数 売買仲介取扱高（億円）

第34期 第35期 第36期 第37期

821

903 920 898
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　株式会社日税不動産情報センターは1982年12月、税理士協同組合の出

資を受けて誕生しました。監査役には税理士協同組合の役員が就任して

おり、税理士協同組合と資本的にも人的にも固い結びつきを持った不動

産に係る総合コンサルタント会社です。

　また、支店は各地の税理士会館内で営業するなど、まさに税理士界と

一体となって不動産業務（不動産情報サービス事業）を遂行しています。

　会社が誕生してから38年、税理士先生や関与先様に対して確実な情報

提供と誠意ある仲介業務を行ってきたことで、税理士先生からの年間相

談件数は実に5,409件、仲介件数は898件、取扱額は650億円に達してい

ます。このように当社が選ばれる理由として、次のような強みが挙げられ

ます。

①税理士先生への適時適切な報告・連絡・相談と守秘で、任せて安心

②権利関係や人間関係などが複雑な案件にも誠実で丁寧な対応

③相続税納付のための様々な不動産売却を強い価格交渉力で円滑に実現

　現在、当社では、今般のコロナウイルス感染症の拡大防止に十分配慮

した多様な相談手段に対応しています。

　関与先様の不動産のお悩みは、税理士協同組合の提携事業者である

㈱日税不動産情報センターへ是非ご相談ください。

誠実、公正、守秘、安心をモットーに
      税理士界ひとすじ38年の経験と実績

当社は毎日多くのお問い合わせやご紹介をいただいてお
ります。その取り扱い案件のうち8割が売り案件であり、税
理士先生とその関与先様と連携し、最適な売却を実現して
おります。

案件受付数
（第37期：5,409件）

購入系案件
1,009件

売却系案件

4,400件


